
CITEL.

2022年〇月〇日

事業計画書：

〇〇○株式会社

CITEL.



事業計画書：〇〇○株式会社2

企業概要：〇〇○株式会社

会社概要

〇〇○株式会社は創業32年の経験を活かした不動産サービスを提供します。

運営会社 〇〇○株式会社

商号 〇〇○株式会社

住所 〇〇○〇〇○〇〇○

設立 〇〇○

資本金 ○〇〇○

業種 不動産業及び総合リフォーム業

加盟協会 ○〇〇○

連絡先 ○〇〇○

役員
代表取締役社長：○〇〇○

顧問等 ○〇〇○設計士

主要取引先 ○〇〇○株式会社

運営事業屋号 ○〇〇○

事業内容 総合リフォーム業（住宅設備機器・建材販売等）

不動産
売買

賃貸
仲介業

建物
管理業

不動産

買取再
生事業

不動産

コンサル
ティング

老人

ホーム
紹介業

創業32年で培った「実績・実行力・責任力」。あらゆる不動産の価値を想像します。
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企業沿革・経営者略歴

企業沿革・経営者略歴

企業沿革、経営者略歴は以下の通りです。

年月 内容

1990年4月 ○〇〇○

1992年7月 ○〇〇○

1995年10月 ○〇〇○

1995年10月 ○〇〇○

2006年3月 ○〇〇○

2016年6月 ○〇〇○

2020年1月 ○〇〇○

企業の沿革

年月 内容

1994年4月〜
1998年4月 ○〇〇○

1999年4月〜
2001年10月

○〇〇○

2001年11月〜
2008年3月 ○〇〇○

2008年4月〜 ○〇〇○

2009年4月〜 ○〇〇○

2009年6月〜 ○〇〇○

2020年1月〜 ○〇〇○

経営者の略歴
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既存事業・新規事業

事業内容

新規事業の老人ホーム紹介により、持ち家の売却・賃貸として貸し出すことで、空き家問題の
解決を目指します。

賃貸及び
売買

• 物件の種別（再建築不可物件を含む）を問わず、不
動産買取業務を提供。

• 賃貸マンション・アパート、貸事務所、店舗、貸ビル
テナント、駐車場 倉庫等。

不動産

コンサル
ティング

• 不動産投資における不動産の価値向上及び収益
力向上を図るための解決・改善方法を提言。

管理

• 賃貸住宅全般の管理。
• 入居者募集、賃貸借契約、家賃回収、入居中のク
レーム対応、リフォーム、退去時の敷金精算等を含
めた賃貸住宅全般の運営を代行。

リフォーム
• 高品質な各種住宅設備関連商品の提供。

住宅ローン
相談

• 最適な住宅ローンを金利や団信など様々な要素か
ら選定し、金融機関ごとに異なる住宅ローンの手続
きを申込みから融資までサポート

収益物件
企画販売

• 収益マンション建築に関する一連の工程をお客様
に代わって実施。

老人ホーム
紹介業

• 老人ホーム・介護施設の入居斡旋を通じ、持ち家処分に課題を抱える層に対し、売却、リノベ後の賃貸（若年層
向けシェアハウス）を提供。

• 老人ホーム紹介サービスにより、副次的な不動産ビジネスの拡大を図る。

既
存
事
業

新
規
事
業

空き家問題 地域の活性化
※解決できる社会課題
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既存事業の拡大の方向性

既存事業の拡大

新型コロナ発生を契機とした新たなニーズへの対応とともに、居住支援法人の指定を受け、住
宅確保要配慮者の支援を提供します。

Afterコロナを見据えた
サービス拡充

居住支援法人の指定に
よる入居斡旋業務

新型コロナを受けたサービスの拡充；
• ネット完結型の賃貸仲介（非対面式）
• 介護用リフォーム・通常の住宅リフォーム

• 居住支援法人の指定を受け、住宅確保要配慮
者（高齢者・障がい者・DV・LGBT等）に対する、
賃貸住宅の入居斡旋業務を展開する。

n 居住支援法人とは

• 住宅セーフティネット法に基づき、居
住支援を行う法人として、都道府県
が指定する

n 居住支援法人が行う主な業務

• 登録住宅の入居者への家賃債務保証

• 住宅相談など賃貸住宅への円滑な入
居に係る情報提供・相談

• 見守りなど要配慮者への生活支援

n 居住支援法人への支援措置

• 居住支援法人が行う業務に対し支援
（定額補助、補助限度額1,000万円等）。

• ［R２年度予算案］共生社会実現に向
けたセーフティネット機能強化・推進事
業（10.5億円）の内数

ü 新型コロナ発生を契機とした新たなニーズへの対応
ü 住宅確保要配慮者の支援（生活困窮者、被災者、高齢者、身体障害者等）
ü 空き家問題の解決
ü 新規雇用の創出（本事業実施のための増員のため）

〇〇○株式会社が提供する価値

※弊社は大阪府のあんぜん・あんしん賃貸検索システムの
協力店として、大阪府知事に対し、現在申請中です。

※あんぜん・あんしん賃貸検索システムとは、高齢者、 低額所得者、 障が

い者、 外国人、 子育て世帯等の入居を受け入れる「あんぜん・あんしん賃
貸住宅」と、 その仲介を行う「協力店」、 自律型や併設施設地域開放型など

の「サービス付き高齢者向け住宅」、「公的賃貸住宅」、 入居の支援を行う

団体や相談窓口等の情報発信を行う 大阪府とOsakaあんしん住まい推進協
議会が運営するサイト



事業計画書：〇〇○株式会社6

老人ホーム紹介業（新規事業）のビジネスモデル

新規事業のビジネスモデル

老人ホーム入居が不動産売却の入口となっており、老人ホーム紹介と不動産とのシナジー効
果を狙うことを計画します。

老人ホーム
を探す人

老人ホーム

相談

提案

老人ホーム入居

入居者案内

紹介料支払い

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

グループホーム

不動産仲介

老人ホーム紹介と
不動産のシナジー

• 老人ホーム入居後に持ち家処分に課題を抱え
る層に対し、売却、リノベ後の賃貸を提案。

• 老人ホーム紹介を行うことで入居者=家主との
関わりができ、不動産仲介店舗の新しい収益
軸が生まれる。

老人ホーム紹介業への新規参入のために、弊社は老人ホーム
紹介フランチャイズ加盟を計画します。
• 介護業界、老人ホーム紹介ノウハウ
• 営業ツールの提供
• 施設データベース
• お客様獲得ノウハウ

弊社
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〇〇○株式会社の強み

自社の強み（他社との差別点）

〇〇○株式会社は不動産に関する長年の経験とネットワークが強みです。

宅建業者として
の長年の経験

不動産に関する
多面的な

サービス展開

リフォーム
での価格競争力

• 不動産関連のサービスを多面的に展開しており、あらゆ
る不動産に関するニーズに応えることができる。

※不動産売買及び賃貸仲介業・収益物件の企画販売事業・不動産買
取再生事業・不動産賃貸業・建物管理業・不動産コンサルティング業・
老人ホーム紹介事業等

• リフォームでは住宅設備機器や建材等が卸値で仕入で
きるため、他社と比較しても価格競争力がある。

• 上代価格の３割程度

• 狭小地における収益物件（賃貸マンション）の企画、販売
は過去の豊富な経験がある。

収益物件の
企画・販売

• 創業32年で培った、宅建業者としての経験

• 士業とのネットワークが広く、不動産以外の知見も豊富
にある。

〇〇○株式会社の
強み

1

2

3

4
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高齢者住宅・老人ホームの需要

市場環境

出所：介護給付費実態調査、朝日新聞

今後、大都市部を中心に、介護が必要になっても福祉施設に入れないお年寄りが急増する可
能性が高い。

年代別の介護認定率 サ高住の登録状況の推移

• 年齢階層別に認定率を見ると８０歳以上は要介護認定率が約３割と
急上昇している。

• ７５歳から８０歳の間に何かしら身体的な衰えがあると考えられる。

• ６５歳以降、人口は減っていくが介護認定率は右肩上がり。高齢にな
ればなるほど、介護サービスを利用している。

• いずれ自宅での生活が困難になってくる。

• サービス付き高齢者向け住宅の登録件数は、2020年2月末で7,587
件（254,127戸）。前月より68件（2,498戸）、前年同月より263件
（10,400戸）増加している。

• 制改正でも事業者向けの優遇措置を要望して促進を図る。世帯主が
７５歳以上の世帯数は今後１０年間で約２５０万も増える見通し。

• 一方、特別養護老人ホームの入所待ちは現時点ですでに約５２万人
にのぼり、有料老人ホームに入れる人も限られている。

• 今後、大都市部を中心に、介護が必要になっても福祉施設に入れな
いお年寄りが急増する可能性が高い。
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空き家問題について

市場環境

出所：国土交通省

老人ホームへの入居のタイミングで空き家になるケースが多く、空き家所有者の高齢者は適
切な管理ができずに課題を抱えている。

43.4

8.4

20.7

14.4

9.2

1.3

4.9

64.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の所有者

現在の所有者の親

別の住宅へ転居した 老人ホーム等の施設に入居した

転勤・入院等により長期不在 建て替え・増改築等により一時退去

死亡した 無回答

n 空き家になる理由は、老人ホームへの入居が主な理由と
なっている。

n 国土交通省が実施した『平成26年空家実態調査』による
と、空き家に人が住まなくなった理由として「老人ホーム等
の施設に入居した」と回答した割合は、現在の所有者で
20.7%、現在の所有者の親で14.4%と、空き家発生の大
きな要因となっている。

所有者の年齢別の管理をする上での障害・課題

n 空き家を所有する高齢者は、適切な管理ができずに困ってい
る現状がある。

n 75歳以上の高齢者の場合、「遠方に住んでいるので管理が困
難（23.8%）」、「管理の作業が大変（27.7%）」といった理由から、
満足のいく管理ができていないケースが目立つ。

n 高齢の所有者がこれらの問題を自分で解決するのは難しく、空
き家が放置され地域で問題となるケースも少なくない。



事業計画書：〇〇○株式会社10

月別収支計画

事業計画

弊社の今後1年間における事業計画については以下を想定しています。
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売上高と利益の計画
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人件費 家賃 支払利息 その他

2022年 2023年

経費の計画

n 売上高達成に向けた具体的な取り組み

• 正規社員を２名雇用し、１名は不動産営業全般を担わせ、もう１名は老人ホーム紹介関連の営業に従事させ、既存ビジネスの営業力強
化及び新規ビジネス参画に注力する。

• 時期としては、採用後、最低でも育成に３ヵ月を要すると考える。現実的には、募集・採用までの期間、また育成期間を考慮すると半年ほ
どの期間は、現行の体制で全力で業務に取り組まなくてはならない。
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必要資金・調達資金

必要な資金と調達方法

調達する資金については自己資金及び国民生活金融公庫からの借入を想定しています。

設備資金

運転資金

• ソフトウェア導入費 ○〇〇○円

• 事務所エアコン設置（交換） ○〇〇○円

• 事務所トイレ設置（交換） ○〇〇○円
• 自己資金

ü ○〇〇○円

• 国民生活金融公庫からの借入
ü ○〇〇○円

• 人材募集費 ○〇〇○円

• 経費（固定費・人件費等） ○〇〇○円

• FCパートナー登録費用 ○〇〇○円

必要な資金 調達する資金
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